大阪府附属機関条例の改正（概要）

府民文化部男女参画・府民協働課／福祉部子ども室子育て支援課／商工労働部成長産業振興室特区・立地推進課

／環境農林水産部循環型社会推進室資源循環課／住宅まちづくり部タウン推進局管理課
／教育委員会事務局教育振興室高等学校課、市町村教育室地域教育振興課

■改正の理由

　(1)　地方税法（昭和25年法律第226号）第37条の２第１項第４号に掲げる寄附金を受け入れる特定非営利活動法人を定めるための手続き及び基準に関し、必要な調査・審議をさせるため、附属機関として「大阪府特定非営利活動法人条例に基づく基準検討審議会」を設置するため、所要の改正を行う。

(2)　いじめ防止対策推進法（平成25年法律第71号）第14条第３項の規定により、教育委員会の附属機関として大阪府立学校いじめ防止対策審議会を設置するとともに、同法第30条第２項及び第31条第２項の規定により、知事の附属機関として大阪府立学校等のいじめの重大事態に係る再調査委員会を設置する。
(3) ①平成26年度に新たに「泉佐野丘陵府有地」の土地利用者を公募型プロポーザル方式により選定する予定であり、専門的な事項について審査が必要となることから、「大阪府泉佐野丘陵府有地活用審査会」を設置するため、本条例の改正を行う。

②中小企業等の海外展開に向けた支援を行うにあたり、ビジネスサポートデスク業務の受託事業者の選定及びミッション団派遣等の参加企業の選定に向けた審査が必要になることから、「大阪府企業海外展開支援審査会」を設置するため、本条例の改正を行う。
(3)・大阪府災害廃棄物処理指針検討審議会は、東日本大震災により発生した災害廃棄物の処理に関する指針の策定及び変更に関する専門的な事項の調査審議に関する事務を担任している。

・同指針の対象となる、岩手県内及び宮城県内において東日本大震災により発生した災害廃棄物の処理が平成26年３月末までに終了する見込みであることに伴い、大阪府災害廃棄物処理指針検討審議会の担任事務がなくなることから、同審議会を廃止する。

　(4)　りんくうタウンにおいて、クールジャパンフロントのまちづくりを担う民間の開発運営事業候補者を選定する選定委員会及びまちづくりに関する評価委員会を設置する。
　(5)　大阪府立図書館の指定管理者の指定について審査させ、及びその業務の実施状況等に関する評価について調査審議させるため、教育委員会の附属機関として、指定管理者選定委員会及び指定管理者評価委員会を設置する。

■改正の内容
(1)　知事の諮問に応じて、下記の点について意見を述べる（別表第一）。

　・寄附金控除の対象となる特定非営利活動法人の手続きや基準の考え方について

　・その他、検討にあたり必要な事項について

(2)　大阪府立学校等のいじめの重大事態に係る再調査委員会及び大阪府立学校いじめ防止対策審議会に関する規定の追加（別表第一）
①「大阪府泉佐野丘陵府有地活用審査会」の設置（別表第一）

新たに「大阪府泉佐野丘陵府有地活用審査会」を設置するとともに、当該審査会の担任する事務について規定する。

※想定される担任事務

　　・泉佐野丘陵府有地の土地利用者選定に向けた審査

②「大阪府企業海外展開支援審査会」の設置（別表第一）

新たに「大阪府企業海外展開支援審査会」を設置するとともに、当該審査会の担任する事務について規定する。

　※想定される担任事務

　　・ビジネスサポートデスク業務等の海外ビジネス支援事業の受託事業者を選定する際の審査

　　・ミッション団派遣等の海外ビジネス支援事業において参加企業を公募した際、事業実施上の理由から企業を選定せざるを得ない場合の審査

(3)　大阪府災害廃棄物処理指針検討審議会に関する規定を削除する。（別表第一）
(4)　大阪府クールジャパンフロントのまちづくり事業審査会に関する規定の追加（別表第一）
　(5)　大阪府立図書館の指定管理者選定委員会及び指定管理者評価委員会に関する規定の追加（別表第二）

■施行期日
　平成26年４月１日
　（理由）・　いじめ防止対策推進法第12条の規定より大阪府が定めるいじめ防止基本方針と同時に施行する必要があるため。
　　　　 ・　岩手県及び宮城県の災害廃棄物処理終了見込日に合わせて廃止するため。
   ・　平成26年度に大阪府中央図書館の指定管理者の指定のための準備行為を行うため。
■政策アセスメント・制度間調整

　政策アセスメント：附属機関の設置について、人事課と調整中
　制度間調整：大阪府災害廃棄物処理指針検討審議会規則の廃止
大阪府日本文化発信拠点形成によるりんくうタウン活性化検討審議会規則の制定
　　　　　　　大阪府原子炉問題審議会等の委員等の報酬の特例に関する規則の改正

　　　　　　教育委員会規則の制定
